
 

令和８年度 事業計画 

 

概 要 

シルバー人材センター事業を取り巻く情勢を見てみますと、内閣府の２月の月例

経済報告では、「景気は、米国の通商政策の影響が残るものの、緩やかに回復してい

る。」としており、緩やかな回復傾向との景気判断が長らく続いています。 

千葉市内の超高齢化の現状は、千葉市年齢別人口では、令和 7年 12月末現在、65

歳以上は 26.3％、男女比は概ね４対５、65～74歳が 10.3％、75歳以上が 16.0％と

なっています。また、千葉市シルバー人材センターの令和６年度登録会員の平均年

齢は 75.5歳（男性 76.0、女性 74.6）で、男性が初めて 76歳台となりました。 

令和７年版高齢者白書では、『現在収入のある仕事をしている 60歳以上の者につ

いては約３割が「働けるうちはいつまでも」働きたいと回答しており、70歳くらい

まで又はそれ以上との回答と合計すれば、約８割が高齢期にも高い就業意欲を持っ

ている様子がうかがえる』としています。 

このような情勢下で、シルバー人材センター事業は、高年齢者に対して、そのニ

ーズに応じた多様な「臨時的、短期的又は軽易な業務」にかかる就業機会の確保・

提供を行うことを基本に、特に超高齢化への対応が益々求められています。 

当センターにおきましては、令和５年度から、第４次基本計画に基づき各種施策

を推進してきたところですが、これまでの状況を実績値等でみますと、「就業機会の

拡大」及び「安全就業の推進」に対する更なる取組みが必要であることが見えてき

ました。また、更なる取組みを始め各種施策を推進するためにも、事務の効率化が

必要であり、「デジタル化の推進」が早期に取り組むべき課題としてあります。こう

した課題を位置付け、第４次基本計画の計画期間を令和９年度まで２年間延長する

「第４次基本計画（延長追加版）」を、会員の皆様からのご意見をお伺いして、取り

まとめました。 

今後も、「会員の増強」「就業機会の拡大」「安全就業の推進」「事業推進体制の強

化」の４つの基本方針に基づき総合的に施策・事業を推進しつつ、新たに、また更

なる取組みが必要な分野により力を注いで参ります。 

また、４月から契約方法の見直し（包括的契約への移行）を行いますが、適正な

契約事務及び経理事務等に万全を尽くすとともに、これまでの配分金の多くが会員

業務委託料として経理上当センターの予算・決算に計上されなくなることから、シ

ルバー人材センター事業全体の年度推移をしっかりと把握し、必要な施策・事業を

年度計画や予算に反映して推進して参ります。 

引き続き、関係機関及び市民や企業等のご理解とご協力をいただきながら、会員

ならびに役職員一丸となり、シルバー人材センターに対する期待に応えられるよう

努めて参ります。 



 

第４次基本計画（延長追加版）に基づく令和８年度の目標値 

 

重要業績評価指標 

（ＫＰＩ） 

令和８年度末 

目標値 

会員数 ２，４１０人 

 内女性会員数 ８１０人 

入会者数 ４５５人 

就業延人員  

 
受託事業 ２０９，０００人日 

派遣事業 ２３，８００人日 

契約金額  

 
受託事業 １，０１０百万円 

派遣事業 １４０百万円 

新規契約件数  

 
受託事業 １，１７５件 

派遣事業 １１件 

重篤事故件数 ０件 

就業中傷害事故件数 ５件 

就業途上傷害事故件数 ２件 

賠償事故件数 ６件 

Smile to Smile 登録会員数割合 ５７％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 会員の増強  

（１）入会の促進 

生涯現役応援センターと連携し、市内ショッピングモールで開催している出張相談会

について、年間 100回開催します。 

近隣 5 市町村のシルバー人材センターと連携し、ハローワーク千葉で開催している 

出張相談会について、年間 20回開催します。 

千葉市各区のいきいきプラザ等、関係団体が開催しているイベントで出店依頼があっ

たものには積極的に参加し、会員獲得のための普及啓発活動を行います。 

毎年 10 月～11 月に開催される千葉市の区民まつりに出店し、来訪者に対して 会員

獲得のための普及啓発活動を行います。 

市内に約 1,150 団体存在する町会・自治会の回覧板を活用し会員獲得を行うため、 

町会・自治会向けに新たに作成した会員募集チラシを用いて、ピンポイントでの会員獲

得活動を行います。 

 

（２）退会の抑制 

「希望する就業がない」や「就業機会がない」という理由で退会を希望する会員の減少

策として、一定の効果を上げている毎月 1 回開催の就業相談会や長期未就業会員の 

現況調査を引き続き実施し、就業できていない会員が 1 人でも多く就業できる環境を  

醸成します。 

 

（３）女性会員の拡大と躍進の推進 

末広事務所入口や窓口を季節に応じた飾り付けやライトアップすることで、女性が  

入会しやすい雰囲気づくりに努めます。また、女性の入会者には、女性役員、女性会員、

女性職員を中心に運営している「女性推進の会」への参加を呼びかけ、調理講習会など

一定の評価を得ている講習会やイベントの規模拡大に努めます。 

生涯現役応援センターと連携し、市内ショッピングモールで開催している出張相談会

へ「女性推進の会」とともに参加します。 

 

（４）会員の自主的活動の支援 

共通の趣味や特技を通じた会員同士が定期的に交流することが出来るよう、活動状

況や募集案内など、ホームページやSNS、広報誌を通じた積極的な情報発信を行います。 

 

 

２ 就業機会の拡大 

（１）就業開拓の強化 

会員が安心して継続的に働ける環境を重視した就業先の開拓について、引き続き、

就業機会創出員と協力し、取り組みます。 

市政だより等広報誌でのＰＲ活動や関係団体等へのチラシ配架、「町会・自治会

向け回覧」を引き続き活用し、受注拡大に努めます。 

会員であってもセンターでどのような仕事を受注しているか把握していない 

会員が多くみられるため、職群班間での交流を図るなどにより、各会議や講習会で

会員にセンターで請負っている仕事の紹介をし、就業先へ訪問した際に別職群の

案内をします。 



就業している仕事以外も含めて、チラシを配るなど、会員一人ひとりが営業マン

として口コミ活動等を行う「一会員一就業開拓」を引き続き実施し、受注拡大に 

努めます。 

会員自身が保有資格、パソコンのスキル、趣味・特技などを記入できるシートを

作成し、就業開拓の強化と就業の提供の強化に繋げます。 

 

（２）就業提供・マッチングの強化 

また、入会説明会で会員専用サイト「Smile to Smile」の登録方法の説明をおこ

ない、入会後すぐに登録し、いつでも受注案内を見ることが出来る環境を整え、 

就業提供に繋げます。 【デジタル化の推進 再掲】 

    

（３）労働者派遣事業の推進 

引き続き、継続的に受注している就業内容の再確認を行い、受託事業になじまない 

業務について発注者へ丁寧に説明を行ったうえで、派遣事業または有料職業紹介事業

への切り替えを進めます。 

また、派遣事業で対応可能な業務（事務業務等）について発注者へ周知を図り、新た

な受注の拡大に努めます。 

 

（４）スキルアップの推進 

発注者が安心して依頼が出来るよう、就業会員の技術向上を目的とした講習会を引き

続き開催するとともに、苦情・クレーム等のないよう、接客・接遇のスキルの向上に努めま

す。 

職群班の後継者育成を推進するため、職群班と協力して方策について検討します。 

スマホ操作の苦手な会員がまだ多く見受けられることから、会員向けスマホ教室

の参加を促進します。 【デジタル化の推進 再掲】 

 

（５）発注者の満足度アップのための取り組み 

発注者へのアンケート調査を実施し、集計結果を職群班及び就業会員へ共有すると 

共に、業務部会および理事会にて報告し、更なるサービスの向上に向けた改善策等を 

引き続き検討します。 

また、継続的にご依頼をいただいている就業先においては、定期的に会員および

発注者双方へ就業内容の確認を実施するなど、信頼関係を維持・向上することにより、 

満足度アップに繋げます。 

   

（６）独自事業の展開            

「学習教室」事業については、引き続き、市政だよりやチラシを公共施設等に配架を 

おこない、受講者を募るとともに、指導する会員の質の向上に努めます。 

「パソコン教室」事業については、受講者が興味を引く講習内容を企画実施します。 

「刃物研ぎ」事業については、就業会員を増やし、受付可能地域を拡大できるよう、 

受注獲得に努めます。 

 



（７）地域貢献活動の推進 

  「指定生活援助型訪問サービス事業」について、今後さらにニーズが高まっていくと  

予想されるため、就業会員の増加・育成に努め、地域貢献に繋げます。 

「指定生活援助型訪問サービス事業」で対応範囲外となるものについて、「ワンコインサ

ービス」や「家事援助サービス」などを案内し、受注拡大に努めます。 

また、 「ワンコインサービス」や「家事援助サービス」についても、就業会員の増加・  

育成に努めます。 

    

３ 安全・適正就業の推進 

（１）安全就業の強化            

安全就業委員会及び安全就業指導員会議において、事故発生状況の報告と再発防

止に係る対策の協議を行い、同種の事故の再発防止に係る対策を推進します。また、

安全就業委員、安全就業指導員及び事務局職員による安全パトロールを月 1回以上

実施し、職種毎の繁閑時期や事故が頻発する就業内容等パトロール先の選定を工夫

し、かつ職種や就業場所の特性等を考慮した重点チェック項目の設定を行い、効果

的な安全パトロールの実施を目指します。 

作業別安全就業基準をホームページへ掲載するとともに、センター事務所で常時

閲覧可能な状態とし、危険作業や不安全行動の抑止を推進します。 

個人事業主である会員に係るハラスメント行為防止のために、会員を対象とした

講習会の企画及びハラスメント行為防止の環境整備を図ります。 

 

（２）安全意識の高揚        

令和８年度～１０年度に係る新たなセンター安全標語 「 心のゆとり 時間のゆ

とりが 事故防止 」を周知し、会議や講習会等の場で、参加者全員で唱和すること

により、会員の安全就業に対する意識の高揚を図ります。 

事務局だよりに直近に発生した事故状況に係る記事を掲載し、事故内容の周知を

図るとともに、ホームページへ掲載している「事故体験談」を拡充し、安全就業に

係る啓発を推進します。 

自転車に対する交通反則通告制度の適用開始（令和８年４月１日）に伴い、改め

て自転車に係る交通ルールとして自転車乗車中のヘルメットの着用や保険加入の

推奨等、会員への情報提供と周知を行うとともに、「高齢者の運転」をテーマとした

交通安全教室を開催し、交通ルール遵守意識の徹底を図ります。 

 

（３）健康管理の推進 

健康診断の受診奨励や市の助成情報、夏季における熱中症防止や屋外就業に係る

健康管理等を事務局だよりや SMS・SNS 等により会員へ周知し、自身の健康管理及

び維持増進に対する意識付けを推進します。 

また、理学療法士による「健康教室」を今年度も開催し、自宅で簡単にできるト

レーニング等を紹介・実践し、フレイル予防の一助となるよう会員をサポートします。 

フレイル予防について周知啓発を図り、チェックリスト等の活用を促進します。 

自身の認知機能をチェック出来るアプリ「ONSEI（オンセイ）」を新規入会会員へ



PR するとともに、事務局だよりを通じたアプリ機能の紹介記事を掲載し、利用促

進を図ります。 

 

（４）適正就業の推進 

新規発注者に対しては、就業機会創出員が訪問時に詳細な依頼内容を確認する

とともに、適正就業ガイドラインの趣旨説明を行い、適正な契約形態での受注を推

進します。 

また、継続的にご依頼をいただいている就業先においては、指揮命令関係の発生

等がないかについて、会員および発注者双方へ定期的に就業内容の確認を行い、 

適正就業の確保に努めます。 

 

４ 事業推進体制の強化 

（１）会員組織の充実 

マナーや技量など、外部講師を招いた業務に関係する研修会や講習会の実施だけ

ではなく、クッキーづくりや終活セミナーなど、参加した会員同士の横のつながりを意識し

たイベントも企画していきます。 

職群班の交流会や意見交換会を実施し、職群班の垣根を越えた横の交流を通じて 

問題の共有や情報交換を図ります。 

 

（２）多様な声を生かした事業運営の推進 

 幅広い意見を事業運営に反映させるため、会員だけではなく全シ協、県連合、千葉市

等の関係団体、他都市のシルバー人材センター職員との人的交流や情報交換を通じて

得られた情報なども事業運営に活かします。 

 

（３）イメージアップのための戦略的な広報活動の推進 

末広事務所正面や入口等に手作りの受注チラシや会員募集チラシ、マスコットキャラク

ターを配置することで、気軽に仕事を依頼しやすい雰囲気づくりや明るく入会しやすい雰

囲気づくりに努めます。 

センター独自のロゴマークやマスコットの制定に向けて協議します。 

また、ホームページやＳＮＳを活用した情報発信を行い、誰もが利用しやすい環境づくり

に努めます。 

 

（４）事務局体制の充実 

  事務局内における紙での回覧メール化等可能なところからデジタル化を進めます。 

  「指定生活援助型訪問サービス事業」について、業務の効率化を図るため、システム

の導入を検討します。  【デジタル化の推進 再掲】 

新規職員の育成として、OJT を通じた会員対応や日常業務等だけではなく、幅広い 

知識や経験が早期に身に着けられるよう、関係団体等が実施する研修会や講習会への

積極的な参加を促します。 

新公益法人会計基準や契約方法の見直し（包括的契約）へスムーズに移行できるよう、

関係法令等職員への周知徹底を図ります。 

事務局移転の準備を進めます。 

（５）他団体との連携強化 



 全シ協、県連合、千葉市等が主催する研修会や講習会に職員を積極的に派遣し、 

人的交流や情報交換を通じた関係強化を図ります。またそこから得られた人的資源を 

活用することでさらなる連携の強化を図ります。 

 

５ デジタル化の推進    ※４つの基本方針に位置付けた施策・事業の再掲 

※入会説明会で会員専用サイト「Smile to Smile」の登録方法の説明をおこない、

入会後すぐに登録し、いつでも受注案内を見ることが出来る環境を整え、就業提供

に繋げます。 

※事務局内における紙での回覧メール化等可能なところからデジタル化を進めます。 

※「指定生活援助型訪問サービス事業」について、業務の効率化を図るため、システム

の導入を検討します。  

※会員へのスマホ教室参加を促進します。 

 


